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判例評釈
国連安全保障理事会決議に基づく狙い撃ち 
制裁の実施と欧州人権条約上の義務
―Nada 対スイス事件（欧州人権裁判所大法廷　　　　
　　　　　　　　　　　　2012年９月12日判決⑴）―
丸　山　政　己
Ⅰ　はじめに
　本稿は，欧州人権裁判所（以下，裁判所）が国連安全保障理事会（以下，
安保理）の狙い撃ち制裁の実施において，国連加盟国が制裁対象となる
個人の人権をどのように確保すべきかについて扱った事例の判例研究で
ある。狙い撃ち制裁に関連して，これまでに，人権侵害を認定したもし
くは当該措置を無効・取消としたいくつかの国際・国内判例が出されて
いる⑵。欧州人権条約（以下，原則として，条約）締約国の条約上の義
⑴　Case of Nada v. Switzerland (Grand Chamber), Applicon no. 10593/08， Judgment 
of 12 September 2012.（以下，Nadaとする。）
⑵　代表的な国際判例として，Case of Yassin Abdullah Kadi and Al Barakaat 
International Foundation v. Council and Commission, Judgment of 3 September 
2008 （欧州司法裁判所，以下，Kadi， ECJとする）， Case of Sayadi and Vinck v. 
Belgium， Views of 29 December 2008 （自由権規約委員会，以下，Sayadi， HRC
とする）， 国内判例として，HM Treasury v Mohammed Jabar Ahmed and others 
(FC); HM Treasury v Mohammed al-Ghabra (FC); R (on the application of Hani El 
Sayed Sabaei Youssef) v HM Treasury [2010] UKSC 2， Judgment of 27 January 2010 
（英国最高裁判所）， Abousfian Abdelrazik v the Minister of Foreign Affairs and the 
Attorney General of Canada， Judgment of June 4 2009 （カナダ連邦裁判所）など
がある。それらの概要については，丸山政己「国連安全保障理事会における立
憲主義の可能性と課題―国際テロリズムに関する実行を素材として―」『国際
法外交雑誌』第111 巻1 号，2012 年，37-41 頁。
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務違反を認定した本判決は，それらの判例の延長線上に位置づけられる。
　とりわけ狙い撃ち制裁と人権の問題については，最も進んだ地域人権
保障システムを構築しているとされる本裁判所がいかなる判断を下すか
が注目されていた。本件については，裁判所に事件がもち込まれる前の
段階で，スイス連邦裁がかなり踏み込んだ判決を下していた。詳細は以
下の判決要旨において触れるが，ごく簡潔にいえば，憲章第７章の下で
採択された安保理決議に基づく義務と，本条約（及び自由権規約）に基
づく義務との抵触を，憲章第103条（憲章義務の優越性）の観点から直
接的（一元論的）に検討した結果，安保理決議に基づく義務を回避でき
ないと判断したのである。カディ事件 ECJ 判決は，EU法体系における
基本権侵害を認定したことで有名であるが，憲章第103条に基づく抵触
する規範の階層性については判断していない（二元論的立場）。こうし
た状況の下で，「ヨーロッパ人権公序」⑶の担い手としての裁判所の判断
に注目が集まるのは必然であったといえよう。
　本稿では，事件の概要と判決の要旨を紹介し，主として，近年議論さ
れている国際立憲主義論⑷の観点から重要な論点を取り上げて，若干の
検討を加えることとする。
Ⅱ　事実の概要
１　事件の事実的背景
　イタリアとエジプトの国籍をもつ Youssef Moustafa Nada 氏（以下，申
立人）は，スイスに対して，身体の自由（第５条），私生活及び家族生活，
⑶　この点，小畑郁「欧州評議会・欧州人権条約からみたヨーロッパ憲法秩序」
中村民雄・山元一編『ヨーロッパ「憲法」の形成と各国憲法の変化』信山社，
2012 年，22-42 頁。
⑷　その概要について，丸山「前掲論文」，21-26 頁。
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名誉及び評判を尊重される権利（第８条），品位を傷つける取扱いの禁
止（第３条），宗教または信条を表明する自由（第９条）の侵害と，そ
れらの侵害について効果的な救済を受けることができなかった（第13条）
ことを理由に，2008年２月19日，裁判所に提訴した。
　申立人は，1931年生まれで，1970年以降，イタリアの囲繞地 (enclave)
であるカンピオーネ・ディターリア（ロンバルディア州コモ県，スイス・
ティチーノ州に囲まれた約1.6平方キロのイタリアの囲繞地） に居住し
ている。ムスリムであり，金融，海外取引，産業，不動産など様々な分
野で活躍し経済界・政界において著名な人物とされる。申立人によれば，
近年，健康上の問題を多く抱えている。
　スイス連邦参事会（the Federal Council， 行政府にあたる）は，国連加
盟⑸前の2000年10月２日に「タリバン命令（Taliban Ordinance）」を発布し， 
同年12月19日採択の決議1333に応じてタリバン命令を改正し，狙い撃ち
制裁の国内措置をとった。2001年11月には，申立人と彼が関与する組織
が制裁委員会でリスト化され，翌年１月の決議1390採択を踏まえて，申
立人に対する入国・通過禁止措置が導入された⑹。 
　2002年11月，申立人はロンドン訪問中に逮捕され，イタリアへ送還さ
れた。2003年10月，監視グループによるスイスの制裁適用態様に対する
批判に応じて，スイス・ティチーノ州は申立人の特別越境許可を取消し
た。申立人はスイス当局に対して何度か通過申請を願い出たが，却下さ
れている。なお，2001年10月に連邦検察局が申立人について捜査を開始
していたが，2005年５月末，根拠なしとして捜査終了を決定した。
⑸　スイスは2002 年9 月10 日に国連に加盟した。
⑹　狙い撃ち制裁の時系列的な展開については，丸山政己「国連安全保障理事会
と自由権規約委員会の関係―狙い撃ち制裁に関わるSayadi事件を素材として
―⑴」『山形大学法政論叢』第48 号，2010 年，5-26 頁。なお本稿では，煩雑
さを避けるため，リストへ名前を登載することを「リスト化（listing）」，リス
トから名前を削除することを「非リスト化（delisting）」と表現する。
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　その後，申立人は連邦当局に対して非リスト化を要請したが，国連の
リストに登載されている段階で，スイスのみが非リスト化はできないと
の理由で却下された。その後，連邦参事会へ上訴した結果，2007年４月
に同事案は連邦裁に付託された。この間，連邦移民局（the Federal Of-
fice of Migration）は，申立人がミラノで司法手続に参加するために１日
間の免除を付与したが，申立人はこれを利用しなかった。
　なお，2007年４月には，安保理決議1730により国連事務局にフォーカ
ル・ポイントが設置され，申立人も非リスト化を申請した。しかし，10
月にフォーカル・ポイントは，申立人の要請を却下し，11月には，リス
ト化指名国とリスト化理由に関する情報開示の要請も，プロセスの機密
保持を理由に却下した。（第11-40段落）
２　２００７年１１月１４日スイス連邦裁判所判決
　連邦裁は，上訴は受理可能だが本案は却下と判断した。本判決との比
較の意味でも重要であるため，その骨子を紹介しておく。まず却下の根
拠は，国連憲章第25条と第103条に基づくスイスの国際法上の義務の確
認にある。すなわち，加盟国は憲章に合致していないとの理由で安保
理決議に基づく義務を回避することはできないとした。連邦憲法第190
条⑺は，スイスを拘束する様々な国際法規範間の抵触を解決するための
規則を示していない。本件では，安保理決定と条約や自由権規約の保障
との間にまさにそうした抵触があり，憲章第103条が解決する規則であ
ることを確認した。
　しかし，連邦裁判決は，それにとどまらず安保理決定の履行義務は，
強行規範により制限されうると指摘した。強行規範の例としては，生命
⑺　スイス連邦憲法第190 条（適用法規）：「連邦裁判所及びその他の当局は，連
邦制定法及び国際法を適用するものとする」。
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に対する権利，拷問及び非人道的もしくは品位を傷つける取扱いからの
保護，奴隷禁止，集団処罰の禁止，個人の刑事責任原則，ノン・ルフー
ルマン原則を挙げ，しかし，財産権，経済的自由，公正な裁判の保障も
しくは効果的な救済を受ける権利は，強行規範ではないとした。
　また，安保理の制裁レジームは生存に必要な場合の免除を認めており，
個人が居住国内を自由に移動でき，また自国への帰国も特別に許容され
ていると指摘し，制裁は個人や団体に対して事前にもしくは事後に自ら
主張する機会や，国際または国内裁判所において訴える機会も与えてい
ないが，特に決議1730により個人が制裁委員会に直接アクセスすること
を可能にするなど実質的な進展を示していると述べた。
　さらに，スイスが関連決議にどの程度拘束されるか，決議の履行にお
いて何らかの裁量（Ermessensspielraum）を有しているかについて検討し，
決議1267第７項⑻を，既存の国際協定に基づく権利義務を明確に無視す
る規定と解釈し，「制裁は詳細に規定され，加盟国に対して履行におけ
るいかなる評価の余地も与えていない」，つまり加盟国は制裁を継続す
べきかどうかについて独自に判断することを妨げられていると判断した。
他方で，非リスト化手続が，連邦憲法第29条 a，条約第６条１項，自由
権規約第14条１項に基づく裁判所へのアクセスも，条約第13条及び自由
権規約第２条３項の意味での効果的救済も満たしていないことを確認し
た。
　そのうえで，スイスは，少なくとも非リスト化手続について彼を援助
する義務を負うと指摘する。「彼の申請が成功するためには，彼はスイ
⑻　決議1267 第7 項：「すべての国に対して，上記第4段落によって課された措
置（航空機の乗入・通過の禁止及び資産凍結：評者注）が効力を発する日より
も前に発効した国際協定もしくは契約，または付与された認可もしくは許可に
よって，付与された権利もしくは課された義務の存在にもかかわらず，この決
議の規定に厳格に従って行動するよう要請する」。
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スの支援に依存する。なぜなら，スイスは，彼に関する様々な書類や家
宅捜査，証人尋問による包括的な予備捜査を実施した唯一の国家だから
であり」，実際にそうした捜査が刑事手続の停止という結果になった以上，
少なくとも捜査の結果を制裁委員会に通告し，当該個人の非リスト化を
要請または支援することができた。渡航禁止に関する「免除は制裁委員
会との合意により個別的に付与され，とくに医療，人道もしくは宗教的
理由に関する渡航が含まれる」。国連制裁レジームが認める場合以上の
広範囲な制限は憲法上認められず，スイス当局には，安保理決議の下で
最大限可能な制裁の緩和を図る義務がある，とした。（第41-52段落）
３　連邦裁判決後の展開
　判決後，申立人は入国・通過禁止措置を３か月間停止するよう新規に
申請したが，当局は却下した。2008年２月，スイス当局と申立人の代理
人との間で，彼の非リスト化に向けてスイスが提供できる支援に関する
会合がもたれた⑼。７月，イタリアが制裁委員会に対して非リスト化を
申請したが，委員会は申請を却下した。スイスによると，申立人のリス
ト化は米国の要請によって開始され，米国は，2009年７月に申立人を含
む多くの個人の非リスト化申請を制裁委員会に提出した。その後，申立
人が非リスト化を申請し，スイスも制裁委員会に連邦検察局の確認文書
を送付し，９月23日非リスト化が実現した。
　2010年３月，全州議会（下院）の外交政策委員会は，連邦参事会に対
して，2010年末よりスイスは，テロ対策決議に基づく個人に対する制裁
を一定の場合には適用しないことを，安保理に通告するよう要請してい
⑼　2008 年４月，スイスは裁判所に対して，エジプト軍事法廷が申立人を欠席
裁判により，ムスリム同胞団（the Muslim Brotherhood organisation）へ資金援
助を行ったとして10 年の禁固刑に処したと通知している。申立人はこれにつ
いて，第６条（公正な裁判を受ける権利）違反を主張した。Nada, para.47.
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る。（第53-63段落）
＊　　＊
　欧州人権裁判所では，フランス・英国が第三者参加を認められ，条約
第36条２項に基づいてロンドンに本拠をおく人権 NGO である JUSTICE
が書面で意見を提出した⑽（申立人の国籍国であるイタリアは不参加）。
2010年９月30日，小法廷は第30条に基づいて大法廷へ管轄の移譲を決定
し，2012年９月大法廷は，スイスの条約第８条及び第13条違反を認定す
る判決を下した。
Ⅲ　判決要旨
１　先決的抗弁
　スイスは，人的管轄について，憲章第25条及び第103条に基づく義務
の履行を主張し，事項的管轄について，安保理決議から生じた措置は裁
判所による審査の範囲外であると主張した。これに対して，申立人は，
制限措置が被告に帰属するかどうかと安保理決議に基づく義務の直接的
な効果は無関係であり，スイスはウィーン条約法条約第27条に従い国内
法を援用することはできない，またスイスは一定の評価の余地を有して
いたのであり，安保理決議の適用は自動的ではなく，第103条の優越性
を問題にする必要はないと主張した。
　第三者参加したフランスは，次のように主張した。安保理決議に基づ
く義務であるため，「同等の保護」は本件では適用できない。条約第１
条にいうスイスの「管轄」とはみなしえない。すなわち，問題の性質上，
ベーラミ他事件において裁判所が判断したように，措置は国連に帰属す
⑽　Third Party Intervention Submissions by JUSTICE, 16 December 2010, available at 
http://www.justice.org.uk/pages/nada-v-switzerland.html (as of 21 February 2013).
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ると宣言すべきである。また，ECJ のカディ事件では EC条約の憲法的
性格に依拠したが，本件ではそうした考慮は働かない。また，英国も憲
章第103条に従った優越性を強調し，条約上の権利を優先すれば，制裁
の実効性が損なわれると主張した。他方，JUSTICE は，本措置が過酷
な制限であり，制裁委員会の手続は同等の保護を提供していないと主張
した。（第102-115段落）
⒜　人的管轄に関する受理可能性
　裁判所は，フランスの主張を否定した。すなわちベーラミ他事件では，
問題となっている作為・不作為は，直接的に国連に帰属可能なもので
あったが，対照的に，本件では，関連の安保理決議は，国々自身の名に
おいて国内レベルで履行することを求めているのであり，スイスに帰属
可能である。つまり，措置は第１条の意味における「管轄」内で行使さ
れ，被告の条約上の責任に関わるとして，人的管轄に関する抗弁を却下
した。（第120-123段落）
⒝　事項的管轄に関する受理可能性　
　上記の安保理決議に基づく主張は本案に併合された。
⒞　申立人は「侵害された者（victim）」か否か 
　スイスは，申立人はすでに非リスト化され，当該国内法も修正されて
訴えられた措置は完全に停止され，紛争は解決しているため申立を却下
すべきと主張した。裁判所は，申立人に利するような決定もしくは措置
は，国家当局が条約違反について明示的にもしくは実質的に認め，そし
てそれに対する救済を与えない限り，彼から「侵害された者」という地
位をはく奪するには原則として十分ではなく，制裁の解除は，被告国に
よる条約違反の承認とはみなされえず，また救済も行われていないとし
て，抗弁を却下した。（第126-130段落）
国連安全保障理事会決議に基づく狙い撃ち制裁の実施と欧州人権条約上の義務――丸山
43
（九〇）
⒟　国内救済は完了しているか否か
　スイスは，制裁レジームにおける免除措置について，申立人は当局に
よる様々な決定について上訴しなかったし，当局は数度免除を与えたが，
申立人はそれらを利用しなかったので国内救済は完了していないと主張
した。裁判所は，免除措置は，制裁の緩和に当たるとしても，彼が非リ
スト化を求めている一層広い文脈の一部に過ぎず，連邦裁は2007年判決
で，条約に基づく主張の中身を検討することなく彼の訴えを却下したの
であり，申立人は国内救済を尽くしているとして，抗弁を却下した。（第
131-147段落）
２　第８条違反の訴えについて
　申立人は，第８条違反について次のように主張した。スイスへの入国・
通過の禁止は，彼の職業生活や家族生活を含む私生活が尊重される権利
を侵害した。すなわち，イタリアやスイスで医者と会うことを阻害され，
友人や家族を訪問することを阻害された。またタリバン命令へのリスト
化は，彼の名誉や評判を貶めた。
　裁判所は，判例法に従って第８条で保障される権利が本件で適用され
うること，また第35条３項に基づく受理可能性要件も満たしていること
を確認したうえで，本案について，以下の順で検討した。
⒜　干渉があったか否か
　スイスによる措置は，申立人が囲繞地という極めて特殊な状況におか
れていることを考えると，彼の自由に対して重大な制限を課すものであ
る。同措置により，彼が友人や家族などの囲繞地の外に住んでいる他者
との接触を維持する権利を行使することは一層困難であったことが明ら
かである。従って，干渉はあった。（第163-166段落） 
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⒝　干渉は正当化されるか否か 
　⒤　一般原則
　確立した判例法によれば，締約国は条約第１条に基づいて，問題となっ
ている作為・不作為が国内法の結果であれ，国際法上の義務を遵守する
ためであれ，あらゆる作為・不作為に対して責任を負う。第１条は，関
連する規則や措置の種類について区別をしておらず，条約に基づく審査
から締約国のいかなる「管轄」に属する部分も排除していない。
　さらに，条約は，国際法の一般原則と調和する形で解釈されなければ
ならない。条約法条約第31条３項 cに規定されているところの「当事国
間において適用可能な関連国際法規則」，とりわけ人権の国際的保護に
関する規則が考慮されなければならない。
　多くの明らかに矛盾する文書が同時に適用可能な場合，ふたつの対峙
する約束は，可能な限り調和されなくてはならない。より特定的には，
条約と安保理決議の関係の問題については，アル・ジェッダ事件で裁判
所が述べた点が当てはまる。裁判所は，国連が創設された目的を考慮し
なければならない。国連憲章第１条１項に示された国際の平和と安全の
維持という目的に加えて，同３項は国連が「…人権及び基本的自由を尊
重するように助長奨励することについて，国際協力を達成する」ために
設立されたと規定している。第24条２項は，安保理に国際の平和と安全
の維持に関する主要な責任についての義務を果たすにあたって，「国際
連合の目的及び原則に従って行動しなければならない」としている。こ
うした背景から，決議を解釈するに当たっては，安保理は加盟国に対し
て人権の基本原則を害するような義務を課す意図をもっていないとの推
定が働かなければならない。従って，決議において曖昧さが残る場合に
は，条約の要件に最も調和し，かつ義務の抵触を回避するような解釈を
選択しなければならない。国連の人権尊重の助長奨励という重要な目的
に鑑みて，安保理が国々に対して国際人権法に基づく義務と抵触するよ
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うな特定の措置をとるよう意図している場合，明確で明示的な文言を用
いていると期待すべきである。
　しかし，本件では，問題となっている決議が裁判なしの抑留について
特定的に言及しなかったアル・ジェッダ事件の状況とは対照的に，決議
1390は明示的に国々に対してリスト化された個人の入国・通過を禁じる
よう求めている。結果として，上述の推定は，本件においては覆され，
人権違反ともなりうる措置を義務づけているのである（決議1267第７項
では，より一層明示的である）。（第168-172段落）
　　ⅱ　法的根拠
　法的根拠の存在は，当事者間で争われていない。措置は，安保理決
議を履行するために制定されたタリバン命令に基づく（命令第４条 a）。
措置は十分な法的根拠を有する。
　　ⅲ　正当な目的
　裁判所は，措置が第８条２項に列挙された正当な目的のため（犯罪防
止，憲章第７章に基づく国際テロとの闘い，スイスの国家安全保障・公
の安全）にとられていると判断する。
　　ⅳ　民主的社会において必要なもの
　　　α　安保理決議の履行
　スイスと仏・英は，スイス当局には，関連安保理決議を履行するうえ
でいかなる裁量もなかったと主張した。これに対して，裁判所は，関連
決議の文言とそれらが採択された文脈，決議の目的（前文）も検討して，
以下のように述べる。スイスは，加盟前に採択された決議1390の要請に
応じて，タリバン命令第４条 aを修正して国内レベルで申立人に対する
入国・通過の禁止を履行した。裁判所はこの決議がとりわけ第２項にお
いて，国連加盟国だけでなく「すべての国」に対して宛てていることを
認める⑾。しかしそうだとしても，国連憲章は安保理が憲章第７章に基
づいて採択した決議の履行のための特定のモデルを国々に課してはいな
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い。そうした決議の拘束的性質を予断することなく，憲章は，原則とし
て加盟国に対してそれらの決議を国内法秩序に編入するために様々に可
能なモデルを選択する自由を残している。すなわち憲章は，国々に対し
て，結果の義務を課しているのであり，決議に効果を与えるための手段
を選択する余地を残している。
　決議1390第２項 bは，「司法手続の実施に入国もしくは通過が必要な
場合には適用しない」と述べていた。「必要な」の語は，ケースごとに
解釈されなければならない。また，第８項で安保理は，「すべての国に
対して，自国民もしくは自国領域において活動する他の個人もしくは団
体に対して国内法または規則に基づき課された措置について，適切な場
合には，立法措置もしくは行政措置を通じて執行し，強化するための即
時的な手段をとるよう強く促し」た。ここでの「適切な場合には」の語
は，決議の履行方法において国内当局に対し一定の柔軟性を与える効果
をもった。
　最後に，スイス全州議会の外交政策委員会が，スイスがもはや無条件
にテロ対策決議に基づいて規定された個人に対する制裁を適用しない旨
を国連安保理に通告するよう連邦参事会に対して要請した動議がある。
スイス議会は，動議を採択するにあたって，安保理のテロ対策決議の適
用において一定の裁量を認める意図を表明していた，というのが裁判所
の見解である。
　裁判所は，以上のように述べて，スイスは限定的ではあるが現実に一
⑾　判決からは，裁判所は，決議1390 第2 項が「すべての国」を拘束するものと
して解釈しているように読み取れる。本稿ではこれ以上踏み込むことはしない
が，この点は，憲章第2条6項の解釈論（または，憲章を国際社会の憲法とみ
なして第三国に対する義務を創造することもできるという考え方）にも関わる
論点として重要である。
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定の裁量を有していたと判断した。（第175-180段落）
　　　β　本件において，干渉が均衡のとれたものであるか否か
　次いで裁判所は，措置が意図された正当な目的に均衡しているかどう
か，そして国家当局の示す理由が「関連性を有しかつ十分か」どうかに
つき，スイス当局が本件の特殊な性質を十分に考慮しているか，評価の
余地の文脈で制裁レジームを申立人の個別状況に適応させるために必要
な措置をとっているかを検討した。
　1999年から2000年までの時点で，テロの脅威が特に深刻であったこと
は認めるがその後数年にわたるそれらの措置の維持・強化は，説得的に
説明され正当化されなければならない。スイスやイタリア当局によって
行われた申立人に関する捜査により，彼がテロに関する活動に参加して
いるという疑いが根拠のないものであると結論づけられていた。連邦裁
も，少なくとも捜査の結果を制裁委員会に伝え，非リスト化を要請また
は支援することができると述べていた。
　この点で，スイス当局が2005年５月31日に打ち切った捜査の結論を，
2009年９月２日まで制裁委員会に通告しなかったのは驚きである。もう
少し早く通告することで，彼が第８条に基づく権利の制限に服する期間
を少なくすることができたはずである。
　申立人の様々な状況（囲繞地という状況から，彼の国籍国たるイタリ
アの他の地域に旅行すらできなかったこと，資産凍結により転居するこ
とはできなかったこと，高齢で健康上の問題を抱えていること）から，
個人の移動の自由に対するこれ以上の制約は，安保理決議によっても，
公共の利益によっても正当化されえないし，不均衡である。
　申立人のリスト化は，スイスではなく米国の提案によることは確立し
ている。少なくとも決議1730の採択までは，非リスト化手続の開始を求
めることができたのは国籍国または居住国であった。確かに，スイスは
申立人の国籍国でもなく居住国でもないゆえに，そうした行動をとる権
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限を有していなかった。しかし，イタリアに対してそうした行動をとる
よう提案し援助しようとした形跡は見られない。スイスはたんに申立人
に，イタリア国連代表部へ接触することを提案したのみである。
　スイスが，他国とともに，制裁レジームの改善に向けてかなりの努力
をしたことは認める。しかし，条約は理論上のもしくは架空の（illusory）
権利ではなく，実際的で実効的な権利の保護を原則としている。裁判所は，
スイス当局は特殊な地理的状況，措置が課された期間の長さ，申立人の
国籍や年齢，健康など事案の現実的な点について十分に考慮しなかった
と考える。安保理決議の履行に際して緩和措置をとる余地があった。
　人権及び基本的自由の集団的執行という条約の特殊性に鑑みて，スイ
スは安保理決議の拘束的性格に依拠することはできなかったのであり，
制裁レジームを申立人個人の状況に適応させるためのあらゆる可能な措
置をとっていた―または少なくともとるよう試みていた―と裁判所を説
得すべきであった。
　以上のような判断により，被告国や参加国により提起された，条約上
の義務と憲章上の義務との階層性に関する問題について判断する必要は
ない。重要なのは，被告国が対峙する義務を可能な限り調和させようと
しなかったことにある。本件のあらゆる事情を勘案すると，申立人の移
動の自由に対して長い間課せられた制約は，一方で彼の私的及び家族生
活の保護に対する権利と，他方で犯罪の防止，スイスの国家安全保障・
公の安全の保護という正当な目的との間に衡平な均衡を保つものとはい
えない。彼の権利に対する干渉は均衡しているとはいえず，民主的社会
において必要なものではない。（第181-198段落）
　　　γ　 結論
　事項的管轄に関する受理可能性の先決的抗弁を却下し，本案について
第８条違反があると判断する。違反があると判断したので，申立人の名
誉や評判に関する別の申立について，検討する必要はない。（第199段落）
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３　第１３条違反の訴えについて
　裁判所は，受理可能性について条約第35条３項にいう，申立が明らか
に根拠のないものであるとは考えないと述べて，受理可能としたうえで，
本案につき次のように判断した。
　申立人は，国内当局に対してタリバン命令によるリストからの削除を
要請したが，当局は彼の申立の中身について検討しなかった。特に，連
邦裁は，一方でスイスが安保理決議により拘束されるかどうかを検証し，
制裁が人権を尊重していないという理由で制裁を解除することはできな
いとの見解を示した。他方で，連邦裁は国連レベルの非リスト化手続が，
近年の決議による改善の後にでさえ，条約第13条の意味における実効的
な救済とはみなしえないと明示的に認めた。
　ECJ は，基本権の観点から争われている規則の内部的合法性の審査は，
措置が国連憲章第７章に基づいて採択された安保理決議に効果を与える
ことを意図しているという事実によって排除されるということが，国連
を中心とする国際法秩序を規律する原則の結果なのではない，と述べ
た⑿。同じ理由が，必要な変更を加えて，本件のスイス当局によるタリ
バン命令と条約の合致に関する審査に対しても適用されなければならな
い。加えて，安保理決議も，スイス当局が国内レベルで決議履行のため
にとる措置を検証するメカニズムを導入することを妨げてはいない。
　以上から，裁判所は，申立人がタリバン命令に付属されたリストから
彼の名前を削除するための実効的な救済を得ることはなかった，従って，
条約違反に関する救済はなかったと判断する。第８条とあわせて第13条
違反があると判断する。（第202-214段落）
⑿　Kadi, ECJ, para.299.
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４　第５条違反の訴えについて
　第５条１項の（a）から（f）は，個人から身体的自由を奪うことを可
能とする場合の根拠を網羅的に列挙している。それらにあたる場合もし
くは第15条に基づく合法的な逸脱（デロゲーション）の場合ではない自
由の剥奪は，第５条１項に合致しない。
　申立人の具体的状況として，制限がかなり長期にわたっていたことは
認める。しかし，申立人が移動することを認められなかった地域は，第
三国であるスイス領域であり，国際法上，国は外国人の入国を拒否する
権利をもつ。問題となっている制限は，申立人が，自らの自由意思によ
り居住や活動を行う場所として選択した地域における居住や移動を妨げ
たわけではない。
　囲繞地が狭い領域であることは認めるが，厳密にいえば，申立人は抑
留状態や事実上の自宅監禁の下にあったわけではない。たんに入国・通
過禁止の結果として囲繞地から出ることができなかったのである。加え
て，申立人は，スイス当局による監視下になく定期的に警察へ報告する
よう義務づけられていたわけでもない。また，彼の家族であれ，医師で
あれ代理人であれ，訪問を受ける自由を制限されていたわけでもない。
最後に，制裁レジームは入国・通過禁止からの免除を求めることを許容
していたし，そうした免除は実際に彼に二度付与されたが，彼がそれを
利用しなかった。
　あらゆる事情を勘案しまた判例法に従い，裁判所は，申立人は，スイ
スへの入国・通過禁止措置によって第５条１項の意味で「自由を奪われ
て」はいなかったと判断する。従って，第５条に基づく申立は明白に根
拠を欠いており，却下する。（第224-234段落）
５　その他の違反の訴えについて
　申立人は，第３条違反（品位を傷つける取扱い）と第９条違反（囲繞
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地を出てモスクに行く自由の剥奪）に関しても申立を行ったが，裁判所
は，違反は存在しないと判断した。
＊　　　＊
　以上のように，裁判所は，全会一致で，スイス政府の先決的抗弁を
却下し，第８条の違反と，第８条と併せた第13条の違反があったと判
断し，訴訟費用として３万ユーロの支払い⒀を被告国に命じた。判決に
は，少数意見として，⒜ Bratza， Nicolaou 及び Yudkivska 判事の共同同
意意見，⒝ Spielmann，Berro-Lefèvre 両判事参加の Rozakis 判事同意意見，
⒞ Malinverni 判事同意意見が付されている。
IV　検討
１　管轄・行為の帰属の問題について
　判決に対して最も注目されていた論点のひとつが，裁判所が本件の管
轄についていかなる判断を下すかということであった⒁。本件の安保理
決議履行措置が，条約第１条にいう締約国の「管轄」に含まれるかどう
かという点と，条約違反となる行為が締約国または国連のいずれに帰属
するか，さらには国連の責任が発生するかどうかという点は，自動的に
結びつくわけではないとしても，密接な関連性を有する。ベーラミ他事
件において裁判所が問題となっている行為が国連に帰属し，被告国のそ
れではないとした先例がある以上，同じく安保理決議がもとにある本件
においていかなる判断を下すかが注目されたのである。
　裁判所は，ベーラミ他事件との違いを，問題となっている行為の直接
性と間接性の違いに求めているように思われる。すなわち，ベーラミ他
⒀　申立人は，代理人への報酬として75,000 英国ポンドと，訴訟にかかった費
用として688.22 ユーロの支払いを請求していた。Nada, para.241.
⒁　Marko Milanovic, “European Court Decides Nada v. Swizerland”, EJIL: Talk! 
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事件では，KFOR や UNMIK という国際的な活動に直接かかわる（それ
ぞれの機関の名において行う）行為が，そして本件は，間接的に安保理
決議を国内的に履行する（国々自身の名において行う）行為が問題となっ
ているという区別である。この論理は一見，整合性のある説明のように
も思われるが，果たしてこの区別が適切か疑問なしとしない。
　これは，国際組織の国際責任論における行為の帰属にかかわる大きな
問題であり，ここで詳しく検討する余裕はないが⒂，安保理決議を国内
的に履行する場合，責任は締約国に対して発生し，国際的な機関の名の
下で義務を履行する場合，責任は当該国際組織に対して発生するという
考え方に結びつきかねない。少なくとも，安保理決議を国内的に履行す
る措置により生じた責任は，国連には帰属しないという誤った認識に至
るおそれはないか，考えてみる必要があるだろう。　
２ 　第８条違反の認定に含まれなかった要素―申立人の名誉・評判に関
する訴え―
　裁判所は申立人の様々な申立に対して，第８条と第８条に関する第
13条違反のみを認めた。スイスの入国・通過の禁止措置により申立人
の私生活及び家族生活を尊重される権利が侵害されたことそれ自体は
積極的に評価されよう。しかし，申立人の訴えは，それのみにとどまら
ず，スイスのタリバン命令に彼の名前がリスト化されたことによって彼
の名誉と評判が害されたことにも及んでいた。裁判所は，第199段落で
名誉や評判に関する申立は検討する必要はないとした。これについては，
⒂　例えば，薬師寺公夫「国際機構の利用に供された国家機関の行為の帰属問
題と派遣国の責任」松田竹男ほか編集代表『現代国際法の思想と構造I』東信
堂，2012 年，183-235 頁，Arman Sarvarian, “Nada v. Switzerland: The Continuing 
Problem of Attribution of Conduct Taken Pursuant to Security Council Resolutions”, 
EJIL: Talk!.
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Rozakis 判事らと Malinverni 判事の２つの同意意見において異論が提起
されている。
　例えば Rozakis 判事らの同意意見は，彼の名誉や評判に関する訴えは，
第８条違反の訴えの他のすべての側面から切り離すことはできないとし，
裁判所の対応は，「名誉や評判が別個のものであり，それらが必ずしも
私生活の本質的な要素の中核部分には属さないとの誤った印象を与えて
しまっている」と指摘している⒃。
　同じく Malinverni 判事も，判決第199段落の判断に異を唱えたうえで，
より詳細な分析を加えている。まず申立人の第８条に関する訴えを，自
由に移動する物理的自由（裁判所が違反を認めた訴え）と，彼が制裁委
員会リストにリスト化されたことによる精神的な高潔さに対する損害
（裁判所が判断しなかった訴え）とに分けて，これは完全に異なる２つ
の訴えなのだという。そして，前者が本件に特有の特殊な地理的状況に
結びついているのに対して，後者は効果において大いに一般的なもので
あり，後者の訴えは確実に，申立人にとって重要なものであったという⒄。
確かに，自由権規約委員会のサヤディ事件において，自由権規約第12条
（移動の自由）と第17条（名誉や信用に対する不法な攻撃）の双方の違
反が認定されたことを想起すると，本判決は申立人の訴えのなかでも重
要なものについて判断しなかったという批判はありうるであろう。事実
の概要で述べられているように，申立人が経済界や政界において著名な
人物であり，また本件についてはかなりの新聞報道がなされているよう
でもあり，後者の訴えはむしろ彼の訴えの核心部分でもあったように思
われる。
　しかし，Malinverni 判事も指摘するように，裁判所が私生活に関する
⒃　Concurring Opinion of Judge Rozakis Joined by Judges Spielmann & Berro-Lefevre, 
para.4.
⒄　Concurring Opinion of Judge Malinverni, para.28.
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訴えにおいて採用した理由づけ（決議履行における被告国の裁量に依拠）
と同じもので名誉や評判に関する訴えを理由づけることは難しいであろ
う⒅。名誉や評判に関する訴えに応えるためには，被告国に対してリス
トから削除する裁量が認められなければならず，均衡性原則を用いて違
反認定をすることは困難である。制裁委員会でリスト化されるべきかど
うかの検討において，被告国が，問題となる利益のバランスを図るとい
うことは想定し難い。ちなみに，サヤディ事件においては，違反認定の
根拠がリスト化を提案したのがそもそも被告国ベルギーであったことに
あるが，本件はそれも当てはまらない。おそらく裁判所が後者の訴えに
ついて判断を避けた理由はこのあたりにある。違反認定の根拠は，憲章
第103条にもかかわらずスイスに裁量が残されているとの判断がすべて
の出発点になっているのである。
３　スイスには本当に裁量が残されていたのか　
　以上の点を考えると，本判決を分析するにあたって重要な論点は，本
件においてスイスに裁量が残されていたとの判断が妥当なものであった
かどうかということになる。この点については，Bratza 判事らの共同同
意意見と Malinverni 判事の同意意見が裁判所の判断に異論を提示してい
る。その要点は，判決において裁量があったと判断する際の根拠が薄弱
ということである。判決で示された根拠は大きく３つの要素からなる。
第１に，安保理決議の履行方式，第２に，安保理決議の解釈，第３に，
スイス全州議会の動議である。
　第１の点について。判決は，国連憲章が憲章第７章に基づく決議の履
行において特定のモデルを課しておらず，原則として，それら決議を国
内法秩序に編入する方式については，加盟国に様々なモデルを選択する
⒅　Ibid, para.29
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自由が残されていると指摘する。確かに，安保理決議に基づく義務は結
果の義務であり，また直接適用可能性も認められないとするのが通説的
見解であるように思われる。しかし，このことは，結果の義務を実現す
るための方法に関する裁量を示すのみであり，結果の義務の遵守の如何
に関わるような裁量が与えられていることまでは意味しない⒆。
　第２の点について。判決で正しく指摘されているように，決議1390は，
国々に対して，リスト化された個人が入国または通過することを防止す
るよう明示的に要求した。この点で，本件はアル・ジェッダ判決で検討
された背景とは異なる。本件では，明確で特定的な文言が決議において
使用され，さらに，決議と適合しないであろう他の国際義務を退けよう
との意図をとりわけ決議1267第７項から読み取ることができる⒇。
　判決は，こうした状況においてスイスの裁量を，決議1390第２項 b
の入国・通過が司法手続の実施に「必要な場合」及び第８項の「適切な
場合には」の解釈から導き出す。確かに，前者からは実施に必要かどう
かについて判断する一定の裁量が想定されるし，後者からも，当局が立
法措置をとるか行政措置をとるかの選択肢を有し，措置を実施する方法
において一定の柔軟性が与えられているということを想起させる。しか
し，上記の２つの同意意見が指摘するように，ここから国々に裁量が
付与されていると考えるのは難しいように思われる。後者は，あくまで
履行方法を国内体制の差異に応じて各国に任せているだけと考えるべき
である。また前者についても，安保理決議を文言的に解釈すれば，免除
措置について各国の判断に委ねているのは司法手続の実施に関する側面
⒆　Joint Concurring Opinion of Judge Bratza, Nicolaou & Yudkivska, paras.4-5.
⒇　但し，決議の規定から人権侵害を命じられているといった極端な解釈を導き
出すことも問題であり，アル・ジェッダ判決で提示された人権適合的解釈の考
え方は，こういった決議の規定であっても一定の役割を果たすと考えられる。
　Ibid, para.6; Malinverni, para.4.
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のみであり，その他の理由による免除は個別的に制裁委員会の判断を待
たなければならないはずであり，判決の示す見解は説得力を欠く。
　第３に，スイス全州議会の外交政策委員会の動議に依拠したことも説
得力を欠く。Bratza 判事らの意見によれば，確かに，スイス議会がそう
した動議を採択することで，「テロ対策決議の適用において一定の裁量
を認めるとの意図を表明」していることは疑いない。しかし，申立人が
非リスト化された数か月後に議会が一方的に，決議に無条件に従うこと
を拒絶する裁量を断定したという事実と，そうした裁量が決議それ自
身に基づいてスイスに与えられたかという点は，別問題である。また，
決議が加盟国に裁量を付与しているかどうかの判断を一国の議会の行動
に依拠することは，集団安全保障の実効性とその確保のために憲章に定
められた集権的性格に鑑みて，大いに問題であるように思われる。
　以上の点から，やはり本件においてスイスが裁量を有していたと考え
るのは難しい。Malinverni 判事が正しく述べるように，本件で問題となっ
ているのは，スイスの義務的な権限についてであって，裁量的な権限の
それではない。しかし，スイスに裁量の余地がなかったとすると，裁判
所はいかなるアプローチによって違反認定を行うことができたであろう
か。これについて Malinverni 判事は，スイス連邦裁のとったアプローチ
を採用して，しかし反対の結論に到達すべきであったと述べる。最後に，
この言明の含意を検討しておく必要があろう。
４　裁判所が答えなかった問題―「同等の保護」理論と規範の階層性―
　結局のところ，裁判所が違反を認定した根拠は，スイスの裁量内にお
　Bratza et al,para.7.
　Malinverni, para.10.
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いてとるべき行動をとらなかったことに求められた。しかし，裁判所は
別のアプローチをとることもできた。その象徴的な論点は，従来から裁
判所が採用してきた「同等の保護」理論と当事者らが主張していた規範
の階層性である。
　考えてみると，本件の状況に近いのは，いわゆるボスフォラス事件で
ある。同事件では，安保理決議に基づく経済制裁を実施するアイルラン
ドによる民間航空機の差押え措置が問題となったが，裁判所は同等の保
護理論を採用して EC裁判所の判断を尊重した。本件との類似性から，
裁判所は国連に対して同等の保護理論を採用すべきではなかったか。
　近年のいくつかの改善にもかかわらず，安保理によって適用されてい
る基本的な実体・手続基準は，最小限の基準を全く満たしてはおらず，
人権と法の支配の基本原則を侵害している，と指摘されている。こう
した判断は，安保理における討論においても指摘されている。つまり，
国連の現行システムは，条約によって保障されているそれと同等の保護
を提供しているとはとてもいい難い。
　こうした認識に基づいて Malinverni 判事は，次のように指摘する。国
連が，加盟国や欧州レベルにおいて導入している人権保護メカニズムと
類似のもしくは同等のものを導入していない限りにおいて，国内及び欧
州裁判所には，安保理決定を履行する行為が基本的権利を尊重している
　判例評釈として，例えば，須網隆夫「旧ユーゴ連邦に対する制裁決議を実施
するEC規則に基づくユーゴ航空所有機の没収―ボスポラス判決―」戸波江二
ほか編『ヨーロッパ人権裁判所の判例』信山社，2008 年，59-65 頁。
　Parliamentary Assembly of the Council of Europe, Resolution 1597 (2008), United 
Nations Security Council and European Union blacklists, in particular, para.6; see also 
The Sixth (final) Report of the Special Rapporteur on the promotion and protection 
of human rights and fundamental freedoms while countering terrorism, UN General 
Assembly, A/65/258, 6 August 2010, paras.51-58. 特別報告者は，安保理による現
行の制裁レジームが権限踰越（ultra vires）であるとさえ指摘する（para.57）。
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かどうかを検証する権限が残されている。従って，国連システムの文脈
においてそれら権利の保護が不十分か，もしくは欠陥があり，それが国
内レベルにおけるそうした尊重の審査によって保障されない場合には，
当裁判所が条約違反を認定すべきなのである，と。実際に，一方でフ
ランスが安保理決議に基づく義務を理由として同等の保護理論を本件に
は適用できないという主張を行い，他方で，JUSTICE が制裁委員会の
手続が同等の保護を提供していないという点を指摘していたことに鑑み
ても，裁判所が従来採用してきた同等の保護理論について何らかの見解
を示さなかったことは，裁判所にかけられた期待を大きく裏切る結果に
なったといえる。
　もう一つの期待は，本稿の冒頭でも述べたように憲章第103条の規定
する抵触する規範の階層性についてどのような答えを出すのかというこ
とであった。すでに述べたとおり，裁判所はこの問題をスイスの裁量に
依拠することによって回避した。対照的に，スイス連邦裁は回避せずに
取り組んだ結果，申立人にとって否定的な結論に到達した。Malinverni
判事が指摘した反対の結論とはいかにして可能なのか。
　Malinverni 判事の見解は次のようにまとめることができる。第１に，
第25条と第103条の２つの条文は，安保理に対して実際に白紙委任を与
えてはいない。国連のその他の機関同様，安保理自身もまた憲章規定に
拘束される。第25条がいう「憲章に従って」は，安保理を拘束する文言
と解釈され，第24条２項は安保理が国連の目的及び原則に従うと規定し
　Malinverni, para.24.
　もっとも，第13 条違反の訴えに関する検討において，裁判所は，カディ事
件におけるECJのアプローチ（国連法秩序とは切り離して，EU法内部的な合法
性審査を行う）を必要な変更を加えてスイス国内レベルでも採用するべきであ
ったと指摘しており，これは同等の保護の考え方につながる側面があるともい
える。しかし，同じ考え方を欧州人権条約に基づく体系に採用することはなか
った。
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ている。その目的には，第１条３項にいう「人権及び基本的自由の尊
重」が明確に含まれおり，ここから，安保理自身がその平和維持の役割
を果たす場合でさえ人権を尊重しなければならないことはいうまでもな
い。こうした見解は，近年，圧倒的に支持される傾向にある。
　Malinverni 判事の見解の特徴は，そこから先の指摘に顕れる。
　 「21.  憲章第103条が連邦裁判所の理由づけにおいて決定的な役割を果たした。
本条約及び市民的及び政治的権利に関する国際規約に基づくスイスの義務に
対して安全保障理事会決議に優先性を与えたのは，まさにこの規定に基づい
てであった。しかし，国々は集団安全保障と基本的権利の尊重のバランスを
図るべきという立場からは，そうした権利が安全保障の犠牲になるというこ
とを意味するゆえに，そうした第103条の解釈は批判されるであろう。カディ
判決において EC司法裁判所は，共同体規範の階層性においては，とりわけ基
本権との関係において安全保障理事会決議が絶対的な優先性を享受しないと
いうことを，確かに示唆した。…換言すれば，カディ判決は，疑いなくテロ
リズムとの闘いの要請と人権尊重のバランスの結果なのである。
　 　22.  憲章第103条は他の国際協定に対する優越を規定している。…国際司法
裁判所によれば，この優越性は憲章規定のみに限定されず，安全保障理事会決
議のあらゆる拘束的な規定に及ぶ。にもかかわらず，まさに憲章第103条の文
言によれば，この規定は排他的に『この憲章に基づく…義務』に適用される。
そうであるとすると，国連の一次（primary）立法としての憲章自身と，拘束
的ではあるが…，二次的（secondary）または下部的な（subordinate）国連立法
ともみなしうるような安全保障理事会決議との間に線引きをすることが適当で
はないか。そして，それらの『他の国際協定』に対する上位性は，特に問題と
なっている協定が国際人権条約の場合には，憲章第103条に関して，相対的な
条件とみなされうるであろう。」 
法政論叢――第56号（2013）
60
（七三）
　要するに，第103条を正面から受け止めたうえで，憲章の解釈を通じ
て加盟国の人権義務を優先させる方法が探られているのである。しかも，
それは，憲章内部における義務の階層性を導入することによってという
ところに特徴があるといえるだろう。但し，安保理決議は二次立法で
あり，人権尊重義務が憲章すなわち一次立法であることから後者が優先
するとの解釈が法実証主義的な立場から支持されうるかどうかはもう少
し慎重な検討が必要である。いずれにせよ，こうした見解も取り入れつ
つ，第103条の厄介な問題に踏み込んで裁判所なりの見解を示したならば，
本判決は画期的な判決と評されたかもしれない。
　あるいは，第103条に積極的に取り組む方向とは別に，ECJ のカディ
判決と同じアプローチをとる可能性もあったことに留意すべきであろ
う。カディ判決は，基本権の尊重は EUの憲法的基礎をなし，安保理決
議を履行する行為の検討であってもその遵守を確保することが求められ
ると指摘し，第103条の問題を回避しつつ，内部的な合法性審査を行った。
判決を結果としてみれば，安保理決議に基づく措置を実施する EU機関
や構成国を批判するというよりは，そうした措置を導入した安保理それ
自体を間接的に非難する要素が強く，安保理に対するシグナルとしての
効果をもったと評すこともできる。これに対して本判決は，スイスの裁
量内（にあるとされる）行為を批判するにとどまり，間接的にであれ安
　Malinverni, paras.21-22.
　国連法における一次立法と二次立法による階層性の議論は，最近出版された，
国連憲章のコメンタリー（第3版）でも示唆されている。Bruno Simma, et al 
(eds.), The Charter of the United Nations: A Commentary, Third Edition, Vol.2 , Oxford 
University Press (2012), pp.2120-2121. 他方で，スイス連邦裁やEC第一審裁（カ
ディ／ユースフ事件）が示唆したように，第103 条にもかかわらず強行規範の
観点から審査する可能性も依然として残されていると考えるべきであろう。問
題は，そのアプローチではなく何が強行規範であると判断するかであり，結局
のところ強行規範の形成・発展に依存するように思われる。
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保理の措置それ自体に対する非難とはなりえていないように思われる。
　Malinverni 判事が「当裁判所は，ヨーロッパにおける人権尊重の保障
者として，欧州司法裁判所や人権委員会よりももっと大胆であるべきで
はないのか。結局のところ，裁判所は『基本権の侵害に対する最終的
砦』ではないのか」と指摘するように，本判決には何か物足りないも
のを感じる。その原因は，第103条の問題に直接的に取り組むでもなく，
ECJ のように二元論的立場から徹底して欧州人権条約法体系に基づいた
判断を下すでもない，一定の「調和的な」判断をしたことにあるよう
に思われる。
　そうした対応の背景には，一方で，ベーラミ他事件での判断との調和
（あくまでも判例変更ではないとする），他方で，ECJ のカディ判決へ
の接近（人権規範への配慮）という２つの相対立する意図があったよう
に思われる。後者については，すでにアル・ジェッダ事件やアル・スケー
ニ事件などで，安保理決議に基づくことを根拠に一刀両断で回避するの
ではなく，人権適合的（統合的）解釈という考え方を採用する形で，新
　例えば，グッギズベルグは，欧州人権条約は，EUと異なり，特別で「自律
的な」法体系を創出するものではないが，より広域の欧州にとっての「憲法」
であり，スイスの行政命令とその適用がそうした憲法秩序を害するかどうかを
審査することができたであろうと指摘する。Solène Guggisberg, “The Nada Case 
before the ECTHR: A New Milestone in the European Debate on Security Council 
Targeted Sanctions and Human Rights Obligations”, 8 Croatian Yearbook of European 
Law and Policy (2012), pp.422-423.
　Malinverni, para.20.
　また，サヤディ事件における規約人権委員会も，第103 条に基づく安保理決
議の優先性にもかかわらず，安保理決議を履行する国内措置と人権規約の適合
性を審議する自らの権限を明確に確認した点において，欧州人権裁判所よりも
一層強いシグナルを発したと評価できるかもしれない。Sayadi, HRC, para.10.6. 
Guggiberg, supra note 30 , p.428.
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しい動きが生じていた。こうした態度変化の要因として，欧州人権条
約への EU 加入を規定するリスボン条約が発効したことにより，両裁判
所判例の一貫性を本格的に意識する必要が生じているとの指摘もある。
　最後に，本判決は，国際立憲主義の観点からは次のように評価できる
であろう。第１に，制裁の実効性と人権保障のバランスをとるために，
人権適合的（統合的）解釈を判例として確立させたといえる。本判決
における適用の説得力はさておき，この法理それ自体は，断片化された
国際法秩序において可能な限り調和を図るための方法として有益だと考
えられる。他方で，第２に，本判決における裁判所の姿勢は，やや謙抑
的であったともいえる。地域的人権保障の機関として与えられた絶好の
機会を逃したようにも思われるのである。これは，国際立憲主義が求め
る国際社会全体の（テロに対する闘いのための）一体性の要請と，国際
的な公権力（国連安保理）に対する抑制という要請との一見相矛盾する
要請を反映したものではないだろうか。両者の要請のいずれに重点をお
くべきかについて，対応を迫られているのは，なにも欧州人権裁判所に
限られない。本判決は，一層広い観点から評価される必要がある。
【付記】本研究は，平成24年度科学研究費（若手研究（B）課題番号24730034）
による研究成果の一部である。
　ベーラミ他事件から本件に至るまでの裁判所の態度変化について，Inger 
Österdahl, “Defer and Rule: The Relationship between the EU, the European Conven-
tion on Human Rights and the UN”, Uppsala Faculty of Law Working Paper 2012:5, 
available at http://uu.diva-portal.org (as of 21 February 2013), pp.21-34.
　Guggisberg, supra note 30 , p.434. Österdahl, ibid, pp.42-44 は，逆に，再びカ
ディ氏が委員会と理事会を訴えた事件のEU一般裁判所（旧第1 審裁判所）判
決（Case T-85/09 Yassin Abdullah Kadi v. european Commission and Council of the 
European union, judgment of 30 September 2010）では，欧州人権裁判所の態度へ
の接近がみられるとも指摘する。 
　Guiggisberg, supra note 30 , pp.434-435.
